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京都大学国際融合創造センター(京大IIC、センター長:松

重和美教授)は文部省(当時)が設置を進めてきた「共同研究

センター」の京大パージ、ヨンとして2001年4月に設置された学内

機関で、産学連携の窓口であるく融合部門>と、ナノテク、バイ

オ・医療、超伝導などの分野で先導的研究を展開する<

部門>から成ります。

私の所高する融合部門

宮連携コーディネータ2名、産学官連携研究員l名ほかで構成)

は、①特定の包括的テーマのもとに研究提案を学内公募し、複

数冊究室と複数異業種企業開などで大型の産学共同研究を

企画・運営する「包括的共同研究」、②企業の研究開発や事

業展開上の相談に対応できる教員を学内探索し、有料コンサ

ルテイングや共同研究への発展を支援する「技術相談窓口ム

③教員からの依頼で教員とともに研究計画を作成し、

ち込む「産学共同研究コーデイネート」、③外部専門家とともに

のベンチャー起業を支援する「ベンチャー起業支援」、③

'-'U':_t-JA 6 

教員の研究や技術をショートフ。レゼ、ンとポスターセッションで紹介

する「京大IICフェアjなどの活動を行なっていますO

さて、京大IICの最近の活動としてご紹介したいのが「フリー

デイスカッション産学連携」です。これは企業側の出席者数名と

関連分野の京都大学教員数名が一回数時間、数回にわたっ

て企業個別の問題に関するフリーデイスカッションを行なうもので、

産学連携への強い意欲をお持ちであるにもかかわらず、具体策

がしぼりきれない企業にお勧めして女子評を得ています。

フリーデイスカッション産学連携は当センターの担当者が企業

の問題意識や背景事情をじっくりヒアリングすることから始まります。

それをふまえて当センターで適任教員(なるべく互いに異分野の)

を探し、参加を折衝、諸般の手続きを経て適当な会場で開催し

ます。例えば第l由では金業が自社の沿革や事業、長期構想を

に示し、引き続きデイスカッションO 第2回lこは逆に教員が前

回の議論を参考にしつつブ。レゼンテーションし、さらにデイスカッ

ションOそして第3回は、より深い質疑応答を含む総括的なデイス

カッションとしますO言うまでもないことながら教員企業双方に守

秘義務が課されます。また、産学連携の課題が明確化した場合

は、当センターが共同石庁究をコーデイネートしていきます。経費と

しては教員への謝金のほか、当センターの活動費相当額を別途

頂戴します。

本方式を最初に実施したのは2002年10月でした。当時は前

例のなかった複数教員によるコンサルテイングの、しかも複数部

局にまたがる案件に京都大学としての承認を初めて得たもので、

その後も教員の兼業申請の原案作成などは当センターで担当し

ています。これまで、の実施例で、は、それまで、互いに知らなかった

間のやりとりの中で新規アイデアが着想されて企業が実施

の検討に入ったことも、企業の積年の課題に見通しがついたこ

ともあります。絞りこんだ、焦点に沿った共同研究も立ち上がりまし

た。本方式は京大IICが単独で実施することもありますが、案件

をご紹介くだ、さった金融機関や地域産業支援機関、コンサルタ

ント会社などとの事実上の共同事業として行なうこともありますO

基礎研究を重視する京都大学においても、

を持つ教員は増えています。そのような教員には、大きく分けて

次の3ノザーンがあります。



①自分本来の研究のほかに、直接社会に役立つ研究もした

いと思う教員

②産学連携でアクセスできる現場の中にこそ、解くべき最先端

の問題があると考える教員

③自分のピジ、ヨンを実現するため、起業を念頭に企業やキャピタ

リストとのコンタクトを持ちたし中文員

したがって、「技術相談窓口Jゃ「フリーデイスカッショ
にあたっては、企業側のお考えを十分おうかがいして担

当教員を人選する必要がありますが、こうした支援活動の中か

ら産学双方に有意義な共同研究も成立してきます。

間の深い知的交流に基づく新しい

価値の発見であり、その具体化です。ここで私どもコーディネータ

の役割を考えますと、「ニーズとシーズのマッチングjというキャッ

チフレーズには向題があります。すなわち、企業はシーズだからと

いってうかつに受け入れることをしませんO 同じ基礎技術でも、あ

る場合にはシーズであり、ある場合にはシーズではないのです。

そもそも企業が新しい要素を研究開発に取り込む場合、それを

担っているのが誰であるかを含めてあらゆる事態を吟味しますO

その慎重な評価プロセスの中で、さらに特定のシーズを一部なり

とも取り込むことによって、企業側のニーズが変容することも多い

向の仮想マッチング、は、「思考実験としてのコーディネート」といっ

ていいと思われます。

だからこそ野心的な産学連携ほどリスクが大きくなります。

会における産学連携リスクの受容が十分であれば、

保険」によるリスクのコスト化も可能かもしれませんが、

のコストさえ十分に認識されていない状況ではそれも難しいでし

ょう O 実は研究にあたる教員も産学連携に伴う「機会コスト」

っていますO 当該フ。ロジ、ェクトにコミットしていなければで、きたかも

しれない発見を犠牲にしているとし1う意味で、

担しているのです。双方のコストを双方が認識してこそ共同でリ

スクが負え、ベネフィットの配分も受容される O その原則のもとで

行なわれるべき「コンブリクト管理としてのコーディネート」も、コー

ディネータの主務で、しょう。

て生れるものをこうして柔軟に受けとめる仕組みの中で、

業分野、新規学問の立ち上がりも期待できるのではないで、しようか。

技術移転の要である知的財産管理を担当する知的財産企

画室も2003年9月

拡充されつつあります。その中で私ども京大IIC融合部門は企業、

大学双方の論理とニーズを理解できる専門家集問として、次世

代産業基盤の構築や人的融合による新規学問領域の創成に

貢献するとともに、新たな大学像を提案していきます。

でしょう。ダイナミックに変化するニーズ、シーズをふまえた将来志 さい。

盛況の京大IICフェア
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